
第２章

中国地域経済の成長要因分析

孟　　渤

はじめに

　長期の経済成長を分析する際に，産業連関表（以下���表と略記）による要

因分解法は，ひとつの有力なツールとして広く用いられてきた。この手法は，

従来の均衡産出高���モデルにもとづいており，異時点間の生産額の変動を行

列分解などの手法で最終需要，輸出入，技術などの諸要因に分解し，結果的

にどの要因によってどれだけ生産額の変化がもたらされたかを把握するのに

役立つ。この分野における理論構築には，��������［１９４１］，�����������	
．

［１９６３］，������［１９７０］から，その後の���������	���
［１９８７］，��������［１９８９］，

��������	�
��
��
�
��
［１９９７］および���������	
�����
����［１９９８］など

豊富な蓄積がある。また理論に関する詳細なサーベイとしては，������

［１９８９］などがある。本章は，こうした理論的検討は行わず，���������	�
����

［１９８５］によって提示された乗数分解法を中国地域経済の成長要因分析に適用

することを第１の目的とする。

　これまで���表を用いた経済成長の要因分解に関する研究事例は数多く存

在する。たとえば，国内の単一地域を対象とした例に，秋田・鍋島［１９９２］

の研究がある。彼らは１９７０，７５，８０，８５年の１０部門からなる北海道地域内���

表を用いて，経済成長の要因を調べている。�����［１９９３］は，同様の手法を

地域間のフレームワークに展開し，日本の１９７５，８０，８５年の３時点の９地域



間���表を用いて，地域経済の成長要因を地域間・産業間の相互依存関係を考

慮しながら分析を行っている。また国間に応用した研究も少なくない。たと

えば，��������	�
��
��
��
［１９９８］は１９７５，８５年の��６カ国の２５部門地域

間���表にもとづく経済成長の要因分析を行っている。この研究は，従来の生

産額の代わりに，��������［１９８９］が提案した付加価値総額を分解の対象とし

ているほか，交易パターンの変化をさらに技術と選好の変化に分解し，説明

を試みている点に特徴がある。上述の研究においては，基本的に固定価格に

変換した表が用いられているのに対し，���������	
��［２００１］は相対価格を

そのまま利用し，価格と量の分離を可能にした新たな分解法を提示している。

またその手法を実際に１９７５，８５年��６カ国２５部門地域間���表に適用し，要

因分解を行っている。この研究では，価格変化要因が経済成長全体の７割を

占めるという分析結果が示されている。また，量的変化の貢献は，国レベル

では大きくないものの，産業レベルでは特にエネルギー産業において顕著な

貢献がみられるという結論が導かれている。しかし，この手法を利用するに

あたっては，基準年と比較年の産地別・商品別価格の詳細な情報が必要とな

るため，統計整備が遅れており，特に地域経済に関する情報が得にくい開発

途上国への適用は困難であると思われる。

　これまでの地域間レベルでの研究のほとんどは，地域間���表が整備され，

かつ価格に関する詳細な情報が利用可能である先進国を対象としたものであ

る。筆者の関心である中国の地域経済に関して，上述の要因分解法が適用さ

れた実例はほとんどみあたらない。したがって，本章はこれまでの実証研究

を踏まえ，２００３年に公表された中国１９８７年地域間���表と同年に公表された

１９９７年多地域���表を用いて，地域経済成長の要因分析を行うことを試みる。

この領域における従来の実証研究と比較した場合の本研究の特徴は以下のと

おりである。まず第１に，大規模グリッドサーチ（���������	
）計算にもと

づき，限られた価格情報のみで産地別・商品別の価格デフレーターを推定す

る手法を提示している点である。第２に，要因分解に関して従来の最終需要

や技術からなる要因のほか，自地域乗数関連効果（���������	��
��

���
������
�����
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������），フィードバック関連効果（���������	�
�����
�����），スピルオーバー

関連効果（���������	���
���
������）といった地域間・産業間の相互依存関係を

重視した要因の分類・整理も試みている点である。

　本章の第２の目的は，上述した成長要因分析の結果にもとづき，中国の経

済成長の背後にある沿海部優先の地域開発政策の効果について検討すること

にある。１９８０，９０年代の中国地域開発政策は，沿海部の経済発展を優先させ，

その発展の恩恵を内陸部に移転させる，というハーシュマン（��������	

［１９５８］）流の不均衡成長論が主流であった。その政策効果に言及した最近の

実証分析として，�����������	
�������［２００２］，���������	
［２００２］，������

［２００３］および青木［２００６］などがある。しかし，地域間・産業間の相互作用

はこれらの研究において明示的に考慮されていない。一方，日置［２００４］，岡

本［２００５］および��������������［２００４］は１９９７年版中国多地域���表を用い

て，上述の不均衡成長論について吟味しているが，あくまで一時点について

の議論であり，長期的な経済成長の観点からの分析になっていない。また中

国国内においても不均衡成長政策の効果を論じた研究（胡鞍鋼ほか［１９９５］，

黄耀［２０００］および陳棟生［２００４］など）は数多く存在するが，基本的に定性

的な分析にとどまっている。

　中国の地域開発政策に関する以上の諸研究の成果を踏まえ，本章では地域

間���表にもとづく成長要因分析の手法を利用することで，中国の地域経済成

長における地域間・産業間の複雑な相互依存関係を解明しながら，不均衡開

発政策による空間的経済効果の評価を試みる。

　本章の構成は以下のとおりである。第１節では分析用データの性質および

必要となる産地別・商品別価格デフレーターの推計手法について述べる。第

２節では３地域間���表による経済成長の要因分解モデルを提示し，各種要因

の経済成長に対する貢献度を定義する。第３節では第２節のモデルを実際に

中国の地域経済に適用した結果を示し，その背後にある地域開発政策の効果

について若干の検討を加える。最後の節では結論と今後の課題を述べる。
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第１節　データ

　１．データの性質，産業分類，地域区分

　本章では主に２つのデータセットを基本情報として用いる。ひとつは国際

東アジア研究センターと中国国務院発展研究センターの共同プロジェクトに

よって作成された中国１９８７年９部門７地域間���表（以下では８７年表と略記）で

ある。この表は基本的に中国各省の���表（ほとんど未公開）と地域間交易など

のデータを利用して作られている。その成果をまとめたのが��������	�
��

��������	［２００３］である。もうひとつのデータセットは，アジア経済研究

所と中国国家信息中心の共同研究によって作成された中国１９９７年３０部門８地

域間���表（以下では９７年表と略す）である。この表も中国各省の���表を利用し

ているが，地域間交易については，サーベイも含めたハイブリッド的な手法

で推定している。その成果は，���［２００３］にまとめられている。

　上述の２種類の表の相違に関しては岡本［２００５］と孟・安藤［２００６］に詳

しいが，その主な相違点をまとめると以下のとおりになる。まず，８７年表に

おける中間取引の地域間情報は基本的に交通部統計弁公室および関連部局に

よって作成された地域間物流データにもとづくのに対し，９７年表はサンプル

サーベイを含めたノンサーベイ（���������	）的手法にもとづくものである。

次に８７年表に記載されている最終需要は発生ベースによるため，地域間取引

の詳細はなく，１本の列ベクトルにまとめられているが，９７年表のその部分は

地域間マトリクスのかたちで記載されている。また，推計方法の相違に起因

する問題と思われるが，１９８７年の地域間���表を一国表に統合しても，同年次

に公表された全国表の値とは一致しない。このような違いはあるものの，現

在のところ，これら２つの表は中国の複数地域（７地域以上）を連結した唯一

の利用可能な���表であるため，本章では，これらの相違点に留意しつつ，こ

の２表を用いて分析を行うこととする。具体的には，最大公約数的に８７年表
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（出所）筆者作成。

表１　中国の地域区分と地域コード

７地域区分 対応する省，中央直轄市，自治区

東北（Dongbei）

華北（Huabei） 

華東（Huadong） 

華南（Huanan） 

華中（Huazhong）

西北（Xibei） 

西南（Xinan ）

 遼寧（6）, 吉林（7）, 黒龍江（8）

 北京（1）, 天津（2）, 河北（3）, 山東（15）

 上海（9）, 江蘇（10）, 浙江（11） 

 福建（13）, 広東（19）,  海南（21） 

 山西（4）, 安徽（12）, 江西（14）, 河南（16）, 湖北（17）, 湖南（18）

 内蒙古（5）, 陜西（27）, 甘肅（28）, 青海（29）, 寧夏（30）, 新彊（31）

 広西（20）, 重慶（22）, 四川（23）, 貴州（24）, 雲南（25）, チベット（26）

図１　中国全図

（出所）http://www.freemap.jp/によって提供された白地図（2006年10月１日）にもとづき筆者作
成。

東北

華北西北

華東

華中

華南

西南
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（出所）筆者作成。

表２　産業分類と産業コード

９部門分類 対応する1987年全国I－O表の33部門分類

1　農業 １　農業

6　建設業 25　建設業

7　運輸通信業 26　貨物輸送郵便通信業

8　商業・外食産業 27　商業

2　鉱業・鉱産物 ２　石炭採掘及び選鉱

３　石油・天然ガス

４　金属採掘及び選鉱業

５　その他非金属鉱採掘及び選鉱業

3　軽工業 ６　食品製造業

７　紡績業

８　裁縫及び皮革製品業

９　木材加工及び家具製造業

10　製紙及び教育用品製造業

9　サービス業 28　飲食業

29　旅客運輸業

30　公益事業及びサービス業

31　教育衛生科学研究事業

32　金融保険業

33　行政機関

4　エネルギー産業 11　電力及びスチーム、熱湯の生産・供給

12　石油加工業

13　コークス生産、石炭ガス及び石炭製品業

5　重化学工業 14　化学工業

15　建築材料及びその他非金属鉱物製品業

16　金属精錬及び圧延加工業

17　金属製品業

18　機械工業

19　交通・運輸整備製造業

20　電気機械及び器具製造業

21　電子及び通信整備製造業

22　計測器メーター及びその他の計器製造業

23　機械設備修理業

24　その他の工業



の地域区分と産業分類を基準として，９７年表を組み替えることにより分析を

行う。本章が採用する地域区分と産業分類はそれぞれ表１，図１および表２の

ようになる。

　ここで注意すべきは，８７年表においては内蒙古は従来の華北地域に属して

いるが，９７年表ではその経済的・地理的特徴により西北に分類されている点

である。７あるいは８地域区分より細かい地域間���表は存在しないため，い

ずれの表からも内蒙古を分離することは困難である。しかし，両表の間で所

属地域は異なるものの，内蒙古が全国の���に占める割合は約１�５％（１９８７年）

と１�４％（１９９７年）にすぎないため，実際の計算においては所属地域の相違に

よる誤差もおおむね許容範囲内にあると判断する。

　産業分類に関しては，基本的に９７年表の３０部門を８７年表の９部門に組み替

える。ただし，旅客運輸業は８７年表においてサービス業に属するのに対し，

９７年表では運輸業に含まれている。また通信業は９７年表においてサービスに

分類され，８７年表では運輸業に含まれている。これらはいずれももとの表か

ら分離できないため，その分だけ誤差は残ることに注意する必要がある。

　２．産地別・商品別価格デフレーターの推計

　一般に，異時点の���表を用いた要因分解を行う前には，価格の影響を取り

除く必要がある。基本的には，比較年次の���表を価格デフレーターで基準化

することにより調整を行う。具体的な調整手法としては，従来のダブルデフ

レーション（�����������	
���）法（��������	��
��［１９７３］）のほか，���������	
���

��������［１９９８］によって提案された���ベースの手法がある。しかし，こ

れらの調整手法には実際の操作可能性においていくつかの問題点が存在する。

まず，価格を実質化する際には詳細な商品別価格デフレーターの情報が必要

となる。しかし，前述のように開発途上国の地域が分析対象となる場合，必

ずしも十分な精度を有する価格デフレーターの情報が入手できるとは限らな

い。次に，���価格表示の地域間���表を調整対象とする際には，��（�������
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�����������）別・投入産出別の４通りの価格デフレーターの情報が必要となる。

つまり，同一商品であっても生産地，使用地，使用部門が異なる場合には，

価格デフレーターも異なっている可能性がある。公表された中国の８７年表，

９７年表とも���価格表示であるため，これらの問題を考慮する必要がある。

　中国の統計から入手可能なデフレーター情報として，大分類の産業別価格

デフレーターと地域別���デフレーターがある。ここでは，中国の統計実情

を考慮して，限られた公表データのみで産地別・商品別価格デフレーターを

推計する手法を提案する。

　まず，アイサード（�����）の競争輸入型地域間���モデルの行方向の均衡式

を次式のように与える。

　�

　　　�

　ここで，���は�地域で生産された�財の総供給，�������は�地域における�部門の�

地域で生産された�財に対する中間需要，�������は�地域で生産された�財に対する

�地域の�番目の最終需要項目，���と��
�はそれぞれ�地域の�財の輸出と輸入で

ある。上式を価格デフレーターで実質化すると以下のようになる。

　�

　　　�

　ただし，����は実質化された総供給，�������，�������，����および���はそれぞれ�������，�������，

���と��
�に付随する価格デフレーターである。

　ここでデータ入手の難易度および計算のコストパフォーマンスを考慮し，

価格デフレーターに関して次の仮定をおく。

　�　

　　　�

　これは，価格デフレーターは，生産地と投入部門ごとに異なるが，需要地
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と需要部門に関しては同一であることを意味している。しかし，統計上���は

入手困難であるため，公表された国レベルの産業別価格デフレーター��にも

とづいて推計する必要がある。ここで，���は��の周辺に存在し，それぞれ産

地別攪乱パラメーター���と商品別攪乱パラメーター��によって次式のように

定められると想定する。

　�

　　　�

　したがって，地域間���表の実質化は，いかに���，��を定めるかという問題

に帰着する。そこで，���表における三面等価の関係を利用して，グリッド

サーチ法を用いた大規模繰り返し探索によるパラメーターの推定方法を提案

する。

　�式のもとで，�式を�式に代入すると行方向の均衡式は次のようになる。

　�

　　　�

　上式左辺の����は���表の行��（�����������	�）にあたるもので，理論的に

列��の���＝��� と等しくなるはずである。ゆえに���表の列方向で地域の粗付加

価値総額を記述すると以下のようになる。

　�

　　　�

　ただし，����は推定された実質化済みの地域�の粗付加価値総額である。地域

別���デフレーター���は入手可能であるため，推定値����と実際に���で実質化

された値������との偏差率の平方和�が最小となるまでグリッドサーチを行い，

パラメーター���と��を繰り返し探索すればよい。式で表すと次のようになる。
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　�

　　　�

　繰り返し探索の回数はグリッドサーチのレベルに左右される。たとえばレ

ベルを９に設定すれば，７地域と９産業ごとに巡回して計算するため，７９＋９９

＝４２７７７４０９６回の繰り返し探索となる。

　上記の手法はもちろん，「地域ごとの付加価値総額���同地域の最終需要総

額」という二面等価の関係を利用して，最終需要側からアプローチすること

も可能である。しかし，その場合には輸入財価格デフレーター���に関する情

報が必要となる。一方，上記の付加価値額からのアプローチのメリットは，�

���を必要としないのみならず，最終推定結果から�式により���の逆推定を行

うことも可能となる点にある。また，従来のダブルデフレーション法のテス

トを行ってみた結果，���誤差率は７％に及んだ一方で，本章の手法では，

最終的に���誤差率を０�０１％まで収めることが可能であった。さらに，���

ベースの手法と比べ，詳細な価格情報の収集と加工は不必要であるというコ

ストパフォーマンスの良さもある。以上の理由から，本章では付加価値額を

用いたグリッドサーチによる推定方法を採用することとする。

第２節　モデル

　

　８７年表と９７年表は，ともにアイサード型で，かつ競争輸入方式で作成され

ている。ここでは，第１節で述べた両表の特徴を考慮しつつ，３地域アイサー

ド型地域間���モデルを用いて生産額変化の要因分解法について説明する。

　まず均衡産出型���モデルは，次のように表すことができる。

　�　�＝��＋�－�

argmin
V

V V
,

s

s s

s

s

s 2

r i

-
=

d
d f

a b

le o!
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　ただし，

　　　�

　ここで，���＝（���，���，…，���）�，����および���はそれぞれ第１地域の生産

額，国内最終需要および輸入を表す列ベクトルであり，�は地域間中間投入

行列である。ここでは，８７年表の輸出にかなり負の値が存在することに加え，

正式公表された貿易統計とかなり異なるため，本章の分析対象から外すこと

とする。

　�式をレオンティエフ逆行列を用いて変形すると以下のようになる。

　�

　　　�

　簡単化のため，上式をさらに以下のように記述することとする。

　�

　　　�

ただし，

　�

　ここで，�は地域間のレオンティエフ逆行列である。�
�
�は輸入を差し引いた

最終需要で，国内最終需要プラス純輸出に相当する。さらに，�は次のよう

に分解できる。
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�

　�

　上式の右辺の３つの行列は，それぞれ自地域乗数効果，フィードバック効

果，スピルオーバー効果に相当するものである。地域１を例にとると，�式

と上式により，その生産額は次のように記述することができる。

　�　���＝（�－���）－��
�
����＋［����－（�－���）－�］�

�
����＋������

�
����＋������

�
����

　　　

　簡単化のため，����＝（�－���）－�，��＝���－（�－���）－��とおき，それぞれ地

域１の自地域乗数効果とフィードバック効果を表すこととし，これを利用し

て基準年次（０）と比較年次（�）の地域生産額を記述すると以下の２つの式

のように表すことができる。

　�　���＝����・�
�
����＋���・�

�
����＋����・�

�
����＋����・�

�
����

　�　���＝（����＋�����）（�
�
����＋��

�
����）＋（���＋����）（�

�
����＋��

�
����）

　　　　＋（����＋�����）（�
�
����＋��

�
����）＋（����＋�����）（�

�
����＋��

�
����）

�

　ここで上の２つの式を用いて生産額の変化率を求めて，さらに３つの要因

にまとめると以下のようになる。
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　�　��������＝（���－���）����

　　　　��������＝��＋��＋���

　　　　��������＝（����・��
�
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���
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���
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　　　　��������＝（�����・��
�
����＋����・��

�
����＋�����・��

�
����＋�����・��

�
����）����

　行列代数においては，厳密には���������のような表現は適切ではない。し

かし，ここでは直観的な理解と表現の簡単化のため，あえて分数表現を用い

ることとし，���������は地域１の産業別総生産の変化率からなる列ベクトル

（�����������，�����������，�����������，…，�����������，）�を意味するものと考える。

　上の式からわかるように，生産額の変化率は，それぞれ�最終需要の変化

��
�
��・による要因��，�自地域乗数構造の変化分�����，フィードバック構造

の変化分����，地域間の相互作用を表すスピルオーバー構造の変化分����・を

一括して定義した技術変化による要因��，および�前両者の同時変化による

要因���からなる。

　一方，�生産額の変化率を，�自地域乗数����に関連する要因��，�フィー

ドバック���に関連する要因��，および�スピルオーバー���・に関連する要因

��という３つのカテゴリーにまとめると，以下のような整理も可能である。

　�　��������＝（���－���）����

　　　　��������＝��＋��＋��

　　　　��������＝（����・��
�
����＋�����・�

�
����＋�����・��

�
����）����

　　　　��������＋（���・��
�
����＋����・�

�
����＋����・��

�
����）����

　＋（����・��
�
����＋�����・�

�
���＋����・��

�
����＋�����・�

�
���＋�����・��

�
����＋�����・��

�
����）����

　さらに，輸入関連の項目を分けて�式と�式のように分類して整理するこ

ともできる。簡単に記述すると以下の２通りになる。
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　�　��������＝��＋��＋���

　　　　��������＝（���＋���＋����）＋（���＋���＋����）

�

　�　��������＝��＋��＋��

　　　　��������＝（���＋���＋���）＋（���＋���＋���）

�

　ただし，��，��，���の添字１と２はそれぞれ国内と輸入を表す。

　また，最終需要項目には民間最終消費支出，政府最終消費支出，固定資本

形成および在庫純増などがあり，各項目別の計算も可能であるが，本章では

簡単化のため，これらを一括して国内最終需要とおいて計算することとする。

第３節　実証分析

　１．総生産の実質成長率

　前節の方法を適用して価格の影響を取り除いた９７年表を，基準年である８７

年の表と比較して実質成長率を計測した結果を示したものが表３である。こ

こではまず１９８７～９７年の間の中国の地域経済成長の規模について概観する。

　表３より，１９８７年から９７年の間に中国全体では２０２％の実質的成長を遂げた

ことがわかる。地域ごとの平均値をみると，華南，華東は全国平均よりはる

かに高い成長を遂げたことがわかる。この結果は，中国の改革・開放政策と

深く関係している。１９８０年代から，中国の地域開発政策は効率を重視すると

ともに，いかに地域のインセンティブを発揮させるかという点に重点がおか

れていた。政策的にも東部，中部，西部という区分けを行い，東部優先の地

域開発プランが打ち出された。事実，固定資本投資の地域配分において，沿

海部の全国に占める割合は１９８１年の４５�９１％から，１９９２年の５４�５７％に上昇し，

さらに１９９７年には６２�４６％に達した。このような不均衡発展政策は，改革・開
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放前の経済効率無視の地域政策からの反省とはいえ，地域間の格差をもたら

す重要な一因ともなっている。

　一方，東北は，他の地域と比較して成長の遅れが目立っている。東北は中

国の旧工業地域であり，改革・開放後も数多くの国有企業を抱えているため，

計画経済からの脱出が最も遅い地域である。特に１９９０年代以降の国有企業の

株式化改革の影響は無視できない。株式化は事実上，沿海地域と内陸地域に

正反対の効果をもたらしたといわれている。沿海部は経済成長が速く雇用機

会も多いため，株式化は経済の構造調整のチャンスととらえられていたが，

逆に成長のテンポが緩やかで，かつ多くの国有企業が存在する東北などの内

陸部では株式化が難航していた。

　産業ごとの平均値をみると，サービス業，重化学工業と軽工業は，全国平

均を上回る成長率を示していることがわかる。これは，経済発展とともに産

業構造も変化し，第１次産業から第２次，そして第３次産業へと逐次的にシ

フトしていくという���������	
の説と一致する。しかし，問題は，ほぼすべ

ての地域で工業重視の政策がとられており，地理・気候など地域ごとの比較

優位性を活かした産業を育成しようという発想が不充分であるようにみえる。

たとえば，華中地域は農業資源の優位性が最も高い地域といわれているが，

農業の実質成長率は他地域あるいは同地域の他産業と比べ，極めて低くなっ
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表３　生産額の実質成長率
（％）

東北

華北

華東

華南

華中

西北

西南

平均

農業

133.52

107.30

100.41

128.58

85.59

191.80

115.12

111.53

鉱業

13.50

57.81

87.62

116.91

81.23

152.92

48.67

61.84

軽工業

116.41

202.11

266.81

483.92

220.44

195.18

190.74

239.06

エネルギー業

56.19

63.71

129.51

294.59

91.14

156.07

80.04

105.24

重工業

154.18

262.03

274.37

576.32

211.37

240.18

241.52

263.47

建設業

108.74

192.99

265.76

328.25

128.53

265.49

208.20

201.37

運輸業

80.98

136.95

123.92

373.51

129.17

264.37

126.64

156.28

商業

171.66

136.45

192.43

168.66

89.19

188.37

110.69

144.84

サービス業

234.08

398.27

538.71

610.46

210.87

313.43

274.54

357.91

平均

122.06

193.53

249.24

373.37

150.78

220.34

172.23

202.32



ている。

　一方，鉱業とエネルギー産業の成長率は全国平均と比べかなり低いことが

わかる。中国の主要なエネルギー資源は石炭であり，１９９０年時点で埋蔵量が

世界シェアの５０％強を占めている。しかし極めて低い選炭率により石炭供給

は常に緊迫している。また，石炭の採掘は大量の固定資本投資が必要である

ため，豊富な埋蔵量にもかかわらず，短期での急激な増産は不可能な状況に

ある。一方，国内のエネルギー消費の低効率により，エネルギー供給量の半

分以上を消費する重化学工業の高成長を維持するには資源の持続的かつ大量

の投入が不可欠となる。結果的に，中国の経済発展は常にエネルギーがボト

ルネックとなっている。１９９３年から，埋蔵量が世界シェアの２％強しかない

石油の純輸入国に転じたことは，急速なエネルギー需要の増加に供給能力が

追いつかず，需給が逼迫している状況を如実に表している。

　農業の実質成長率も比較的低い。中国の農業の特性は，稀少な耕地と過剰

な労働力である。１９８７年から９７年の間に，化学肥料の投入量増加と品種改良

などの技術進歩による生産性向上もあったものの，耕地面積が継続的に減少

していること，また過剰労働力が大量に存在することが，農業の低成長をも

たらしている主要な原因であると考えられる。改革・開放以降，都市化が進

むにつれ，一部の農村過剰労働力は都市部で発展した非国有経済部門に吸収

されたが，国有企業改革の難航による潜在失業者の増加はその吸収力を鈍化

させた。また，依然として厳しい戸籍管理制度による移動制限や都市インフ

ラ整備の遅れによるさまざまな混雑も，都市部における農村過剰労働力吸収

の阻害要因となっている。一方，農村では郷鎮企業が発展し，一時的に大量

の過剰労働力を吸収してきたが，１９９０年代半ばからその吸収力は弱まってき

ている。その理由は，国有商業銀行の資金の大半が国有企業の発展・維持・

救済に用いられ，郷鎮企業への貸出に振り向けられる部分が非常に少なく

なっており，郷鎮企業の多くが資金不足に陥り，経営難が表面化しているた

めである。また，郷鎮企業のほとんどは中小規模の農村工業であり，広大な

農村部に分散して立地するため，規模の経済はほとんど機能しないことも成
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長鈍化の一因と思われる。他方，農村過剰労働力が充分に吸収されたとして

も必ずしも農業生産の高成長が実現できるとは限らない。なぜなら，中国で

は農村における土地は集団所有であり，農民は期限つきの使用権をもつが，

所有権，使用権の市場取引はできないため，農業生産の資本集約と規模の経

済を実現することが困難だからである。したがって，今後，国有企業改革，

国有銀行改革，戸籍制度による移動制限の一層の緩和と都市のインフラ整備

の充実および土地所有権・使用権の市場化の同時進行が，農村における過剰

労働力の吸収と農業生産の現代化を促進するうえでは不可欠となろう。

　農業に次いで成長率が低いのは運輸業である。１９８０年代には，交通ネット

ワークの整備不足がエネルギー不足と同様に中国経済発展の重い足かせと

なっていた。そのため，鉄道および高速道路の建設を促す国家プロジェクト

が１９９０年代以降次々と打ち出された。しかし輸送能力の向上には大量の設備

投資と土木基盤建設が必要であり，短期的に大きな改善は望めない。特に石

炭輸送の半分近くは鉄道によって行われているため，鉄道線路回転率は極め

て高く，鉄道の輸送能力はほぼ限界に達している。このように，運輸業では

慢性的に供給能力が逼迫した状況にある。

　概して，１９８０，９０年代の沿海優先の地域開発政策と工業重視の産業振興政

策は，国全体としては高い経済成長率を実現したが，地域格差の拡大や鉱業，

エネルギー産業，運輸業などインフラ関連産業の供給能力の逼迫などをもた

らし，バランスの取れた地域経済成長の目標とは乖離する結果となった。こ

のような状況が，１９９０年代後半からの大規模な社会資本整備とその後の「西

部大開発」や「東北振興」政策が登場するきっかけになったと思われる。

　２．成長要因の貢献度

　ここでは，経済成長要因を地域と産業の両面から分析し，各要因の貢献度

を調べる。

　まず前節の�式に示される経済成長の３つの要因の貢献度を地域別に計算
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して整理したものが表４である。中国全体でみると，最終需要の変化による

効果（��）は８０％強である一方，技術変化による効果（��）は８％弱にとど

まり，残りの約１１％は両方の同時変化による効果（���）になっている。従

来の微分を利用する分解法においては，���は微小とみなされて無視される

場合が多い。しかし本章の分析結果からは，その影響は無視できない大きさ

であることがわかる。次に，地域別に「国内＋輸入」の貢献度をみてみると，東

北，西北および西南はほぼ同様なパターンを示し，��の貢献度が９０％を超え

ている。これらの地域は遠隔地に位置するため，他の地域との依存関係は薄

く，自給自足的な側面が強い。ただし，東北地域の遼寧省が沿海部に位置し

ているため，輸入���による代替効果が大きくなっており，西北および西南

と異なるパターンを示している。一方，残りの４地域については��の貢献は

７０～８０％であり，��と���の貢献が遠隔地である東北および西北と比較する

と大きいことがわかる。これらの地域のうち華北と華中は地理的に中国のほ

ぼ真ん中に位置するため，他の地域との相互依存が高くなっていると思われ

る。華東と華南とも沿海地域で華北と華中と距離的に近いほか，海外からの

影響を受けやすい。このことは，華南と華東については���の値が７地域中

最も高いことからもうかがえる。
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（出所）筆者作成。

表４　地域別成長要因の貢献度

国内＋輸入 国内 輸入

（％）

東北

華北

華東

華南

華中

西北

西南

平均

最終需要

（FD）

97.59

70.62

83.45

75.02

75.06

93.91

93.68

80.97

技術

（FT）

4.3　

13.66

4.5　

8.06

11.74

3.55

3.39

7.8　

両方

（FDT）

－1.88

15.72

12.05

16.92

13.2　

2.53

2.94

11.24

最終需要

（FD1）

120.68

94.73

109.94

119.74

88.97

103.36

102.99

105.34

技術

（FT1）

4.18

14.2　

4.98

8.63

12.14

3.74

3.4　

8.18

両方

（FDT1）

－6.4　

21.59

16.03

25.38

15.47

4.09

1.83

14.78

輸入

（FD2）

－23.09

－24.11

－26.49

－44.73

－13.92

－9.45

－9.31

－24.37

技術

（FT2）

0.11

－0.54

－0.48

－0.57

－0.4　

－0.18

－0.01

－0.39

両方

（FDT2）

4.52

－5.86

－3.99

－8.46

－2.27

－1.56

1.11

－3.54



　表５は産業別に成長要因の貢献度を集計した結果を示したものである。際

立った特徴として，農業，鉱業およびエネルギー業において��の値が全国平

均を大きく上回っていることが指摘できる。しかしこれらの産業においては，

��の貢献が��と���によって相殺されていることもまた特徴である。これ

は，これらの産業の投入構造および地域間交易構造の変化が生産額に負の影

響を及ぼしていることを意味する。特に，鉱業とエネルギー業の輸入代替効

果は非常に大きい。建設業は���表上特殊な扱いを受ける。つまり自部門も

含めてその生産物が中間投入および最終需要に用いられることなく，全量が

固定資本形成に利用される。この属地主義的な扱いにより，建設業には��，

���などによる貢献はほとんどない。その他の産業は，ほぼ同様なパターン

を示している。なお，地域別，産業別の詳細な結果は付表１に示してある。

　３．技術関連要因の貢献度

　１９８０年代の中国の地域開発政策においては，沿海の開発を優先し，その発

展の恩恵を逐次的に内陸部へ移転させるという考えが支配的であった。これ
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（出所）筆者作成。

表５　産業別成長要因の貢献度

国内＋輸入 国内 輸入

（％）

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

平均

最終需要

（FD）

111.2　

266.08

79.72

147.66

70.62

90.98

52.57

52.38

58.15

80.97

技術

（FT）

－3.12

－57.53

7.24

－16.36

11.61

3.39

21.55

20.24

16.15

7.8　

両方

（FDT）

－8.09

－108.55

13.04

－31.3　

17.76

5.63

25.88

27.38

25.7　

11.24

最終需要

（FD1）

126 　　

394.4　

96.45

217.3　

105.49

91.41

84.52

73.25

65.34

105.34

技術

（FT1）

－3.4　

－61.18

7.57

－17.41

12.3　

3.54

22.61

21.27

16.96

8.18

両方

（FDT1）

－10.57

－147.87

16.35

－42.97

24.03

7.32

34.97

35.83

34.19

14.78

輸入

（FD2）

－14.8　

－128.31

－16.73

－69.64

－34.87

－0.43

－31.95

－20.87

－7.19

－24.37

技術

（FT2）

0.28

3.65

－0.33

1.05

－0.69

－0.15

－1.05

－1.03

－0.81

－0.39

両方

（FDT2）

2.48

39.32

－3.3　

11.66

－6.27

－1.68

－9.09

－8.45

－8.48

－3.54



はハーシュマン不均衡成長論の地域版ともいわれる。本節では，技術と関連

する成長要因の分析を通して地域間の相互依存関係を解明しつつ，中国版不

均衡成長政策の効果について検討する。

　�式によって整理された技術関連要因を地域ごとに集計した結果は表６に

示されている。中国全体では，自地域乗数関連要因の貢献（��）が最も大き

く，続いてスピルオーバー関連要因の貢献（��）が大きい。地域別にみると，

東北において最も��の値が高くなっている。前述のように，東北は中国の

旧工業地域であり，数十年にわたる資本設備投資の蓄積によって重化学工業

の基盤が整っている。また，地域内における送電線網や交通ネットワークが

かなりの程度整っている反面，地域外との交通網の整備は十分ではなく自給

自足度が高いことが自地域乗数（��）の高さの背景にあると考えられる。華

北と華中については，前者は首都北京周辺に位置し中国北部交通網密度の最

も高い地域である。また，後者は中国の中央部に位置し，古くから中原地域

と呼ばれ，長江など主要河川を利用した内河交通網が発達してきたほか，鉄

道ネットワークのノット数の多い地域でもある。そのため，この両地域はほ

かの地域と密接な依存関係があり，��の値が非常に高くなっている。一方，

フィードバック関連要因の貢献（��）はほとんど無視できるほど小さい。こ
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（出所）筆者作成。

表６　地域別技術関連要因の貢献度

国内＋輸入 国内 輸入

（％）

東北

華北

華東

華南

華中

西北

西南

平均

Multiplier

（FM）

96.00

70.45

85.70

80.48

63.62

78.29

87.97

89.00

Feedback

（FF）

－0.19

0.47

1.47

1.13

0.67

0.54

0.37

0.30

Spillover

（FS）

4.19

29.08

12.83

18.39

35.70

21.17

11.67

10.70

Multiplier

（FM1）

109.89

92.00

110.26

130.09

67.43

83.67

90.53

91.45

Feedback

（FF1）

－0.14

0.80

2.02

1.87

0.74

0.57

0.38

0.31

Spillover

（FS1）

8.71

37.71

18.67

21.80

48.40

26.94

17.30

15.91

Multiplier

（FM2）

－13.89

－21.55

－24.56

－49.61

－3.80

－5.39

－2.57

－2.45

Feedback

（FF2）

－0.05

－0.33

－0.55

－0.74

－0.07

－0.04

－0.01

－0.01

Spillover

（FS2）

－4.52

－8.64

－5.84

－3.41

－12.70

－5.77

－5.63

－5.21



れは第１節で述べたほかの先行研究の結果とも一致する。ここで興味深いの

は，域内需要のはね返り効果を示す��の値が沿海の先進地域ほど大きくなっ

ており，内陸後進地域の数倍程度の貢献度を示していることである。

　スピルオーバー効果の観点から，ある地域の経済成長における他の地域の

貢献度を示したものが表７である。この表は基本的に表６の���をさらに地

域方向に展開したものであるため，表７の右側の合計値は表６の���と一致す

る。合計値をみると，華北と華中は最もスピルオーバー効果を受けやすい地

域であることがわかる。その内訳をみると，沿海の華東と華南の貢献が極め

て高いことがわかる。また，縦方向をみると，華東と華南は他の地域に対し

ても大きな影響力をもつことがわかる。しかし，この両地域がほかの地域か

ら受ける影響は小さく，むしろ両地域間相互の影響が大きい。興味深いのは，

１９９７年の地域���規模において，華北（１兆３６５４億元）は華東（１兆４６７９億

元）よりやや少ないが，華南（１兆７２６億元）をはるかに上回るにもかかわら

ず，内陸地域の成長への貢献は非常に限定的であるという点である。華北は

中央直轄市である北京と天津を含むため，全体的にサービス業が発達した地

域となっている。また農業の先進地域である河北省と山東省も含むため比較

的に農業にも特化している。サービス業と農業の生産は属地的性質があり，

主に自地域からの投入に依存するため，スピルオーバー的な意味でほかの地

域に対する影響度は低い。しかし，地域に特化した両産業の生産物はほかの
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（出所）筆者作成。

表７　地域別スピルオーバー関連要因の貢献度
（％）

東北

0.00

2.95

2.10

2.02

2.70

2.54

0.88

華北

－0.41

0.00

2.80

2.29

3.85

5.91

0.93

華東

3.88

14.30

0.00

9.52

17.96

6.85

4.47

華南

2.71

9.34

10.15

0.00

15.43

5.07

9.00

華中

－0.25

4.59

0.63

2.89

0.00

4.69

1.14

西北

1.86

3.60

1.46

1.69

3.93

0.00

0.88

西南

0.92

2.93

1.52

3.38

4.54

1.88

0.00

合計

8.71

37.71

18.67

21.80

48.40

26.94

17.30

東北

華北

華東

華南

華中

西北

西南

国内FS1



地域に需要されるため，結果的に華北は感応度の高い地域となっている。華

東，華南はどちらかといえば工業化が最も進んだ地域と思われる。中国は資

源の地理的分布が非常に不均衡な国であるため，工業生産は自地域からの投

入はもちろんのこと，他の地域からの投入にも強く依存する。したがって，

華北よりも華東や華南の工業化によるスピルオーバー効果のほうが顕著であ

るといえよう。この意味で中国の経済成長の牽引役を果たした地域はむしろ

華東，華南といった南部に偏る沿海地域である。これらの結果は改革・開放

以降の「梯子理論」に代表される沿海地域傾斜型開発政策と深くかかわって

いる。また先進地域の発展から最も恩恵を受けたのは華中である。これは

１９９０年代初頭から提起された上海浦東開発と沿江開発を中心とする「�字型開

発構想」の実行によるところが大きいと思われる。さらに地域ごとの産業別

スピルオーバー関連要因の貢献度をみることも可能である。この点について

は付表２を参照されたい。

　最後に，技術関連要因の経済成長に対する貢献度を産業別に集計した結果

を表８に示す。まず建設業において，自地域乗数関連要因の貢献（��）が全

体の９８％となっているのは，前述したとおり建設業の生産物は属地主義的に
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（出所）筆者作成。

表８　産業別技術関連要因の貢献度

国内＋輸入 国内 輸入

（％）

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

Multiplier

（FM）

92.66

36.53

85.33

62.36

71.20

98.21

55.98

62.74

87.42

Feedback

（FF）

0.10

0.06

0.52

1.06

1.27

0.08

1.78

1.57

0.60

Spillover

（FS）

7.24

63.41

14.15

36.58

27.53

1.70

42.24

35.69

11.98

Multiplier

（FM1）

101.97

83.67

101.85

101.85

102.92

100.06

84.98

82.08

100.47

Feedback

（FF1）

0.19

1.12

0.72

1.96

1.79

0.11

2.47

2.10

0.79

Spillover

（FS1）

9.88

100.56

17.80

53.12

37.12

2.10

54.66

46.17

15.22

Multiplier

（FM2）

－9.31

－47.14

－16.52

－39.49

－31.72

－1.84

－28.99

－19.34

－13.05

Feedback

（FF2）

－0.09

－1.06

－0.20

－0.90

－0.51

－0.02

－0.68

－0.53

－0.19

Spillover

（FS2）

－2.64

－37.15

－3.65

－16.54

－9.59

－0.40

－12.42

－10.48

－3.24



扱われるためである。農業は建設業に次いで高い��の値を示している。こ

れは農業生産の自給自足度の高さおよび土地の移動不可能性による結果と考

えられる。サービス業も地域間取引に関する統計が少ない産業部門であるた

め，結果的に��の値も高くなる。��の低い産業としては，鉱業，エネルギー

業があげられる。これは中国における資源分布の空間的な不均衡により，地

域ごとに資源に対する超過需要と超過供給のばらつきが大きいことから容易

に理解できる。また地域ごとの産業の詳細については付表３に示してある。

おわりに

　

　本章では，中国の１９８７年地域間���表と１９９７年多地域���表を用いて地域経

済成長の要因分析を行ってきた。地域間・産業間にある複雑な相互依存関係

を種々の視点から整理することで，各要因の経済成長に対する貢献度を定量

的に把握することができた。また定量分析の結果にもとづき中国１９８０，９０年

代の地域開発政策の効果について若干の検討も加えた。特にスピルオーバー

的な意味で内陸地域の経済発展に対し，沿海地域はどれだけ寄与したかを明

らかにした。これはハーシュマンの不均衡成長論の中国地域版に対するひと

つの検証にもなったと考えられる。

　以下では理論と実証の両面から本章の問題点と今後の課題について述べる。

　理論面では，まず本章の分析は���モデルにもとづく異時点間比較である。

手法的には規模に関して収穫一定の線形モデルであり，需要の内生的な側面

と動学的な要素は明示的に考慮されないため，当然のことであるが，中国の

都市化，集積の経済および資本蓄積などによる成長への効果は検証できず，

分析結果も限定的なものとなっている。次に，地域経済成長の要因を把握す

るためには，中間投入のみでなく地域間の資本・労働の移動も考慮すべきで

ある。したがって，社会会計行列（���：������������	
��
��
�����）にもとづ

くモデルの開発も今後のひとつの課題となる。また，乗数の分解法は必ずし
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も一意的ではなく，たとえば�����［１９８５］などによって提示された方法も

存在する。さらに，変化率の表現に関しても���������	
�����
����［１９９８］

や�������［２００６］において指摘されているように一意的ではなく，今後詳

細な検討が必要であろう。最後に，本章における総生産額の成長を経済成長

ととらえ，一般的な���あるいは粗付加価値額で経済成長を定義することも

もちろん可能であるが，それは別途，���に関する成長要因分解モデルの構

築が必要となる。

　実証面では，データ性質上の問題により輸出を分析対象から除外したが，

今後は対象となる���表と整合的な輸出データを用いて分析を補完する必要

がある。また，民間消費，政府消費，資本形成および在庫純増などの要因分

解を行うことで，より詳細な地域政策評価を論ずることも期待できる。
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付表１　地域別・産業別成長要因変化の貢献度

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

東北

華北

華東

華南

国内＋輸入 国内 輸入

97.13

1018.42

89.45

175.95

76.22

98.02

53.78

42.20

84.31

89.33

233.93

75.07

223.60

53.55

87.25

48.02

32.03

57.59

142.48

200.51

81.16

145.16

85.24

92.60

83.72

51.64

51.39

130.73

235.79

75.38

68.59

68.58

88.94

42.36

84.81

50.02

最終需要

0.76

－355.16

5.09

－26.14

15.33

0.93

27.79

28.00

7.99

5.12

－47.99

10.37

－43.23

20.47

5.42

29.87

32.79

18.82

－13.56

－38.41

5.15

－15.22

3.33

2.32

6.85

14.52

16.00

－6.74

－25.19

6.68

10.43

9.73

3.04

18.35

9.04

15.08

技術

2.11

－563.26

5.46

－49.81

8.45

1.06

18.43

29.80

7.71

5.55

－85.94

14.56

－80.38

25.99

7.33

22.11

35.19

23.59

－28.92

－62.10

13.68

－29.93

11.44

5.08

9.43

33.84

32.61

－23.98

－110.60

17.94

20.98

21.69

8.02

39.30

6.15

34.90

両方

102.91

1439.02

100.51

244.19

105.06

98.37

85.21

48.45

89.66

107.79

367.06

91.67

330.74

85.77

87.66

79.05

50.15

63.92

167.71

364.84

98.55

222.85

123.50

93.11

128.73

71.71

59.17

171.99

497.00

107.22

147.32

133.21

90.00

93.95

141.09

64.82

最終需要

0.71

－377.91

5.10

－28.34

15.76

0.95

28.77

29.08

8.24

5.24

－50.20

10.72

－46.33

21.46

5.60

31.09

34.21

19.48

－14.54

－40.95

5.51

－16.27

3.91

2.45

7.87

15.96

17.12

－7.72

－30.81

7.26

11.29

10.56

3.33

19.56

9.14

16.30

技術

1.38

－786.71

4.60

－72.96

6.05

1.21

17.96

35.56

8.59

7.55

－108.24

18.68

－116.28

36.78

9.20

33.52

50.19

30.26

－37.42

－84.89

16.72

－42.89

16.21

6.33

16.36

45.71

42.64

－34.72

－203.95

25.52

33.78

33.31

12.94

56.67

5.78

55.17

両方

－5.78

－420.60

－11.07

－68.24

－28.84

－0.36

－31.44

－6.25

－5.35

－18.46

－133.13

－16.59

－107.14

－32.23

－0.41

－31.03

－18.12

－6.33

－25.23

－164.34

－17.38

－77.69

－38.27

－0.51

－45.02

－20.07

－7.78

－41.26

－261.21

－31.83

－78.73

－64.64

－1.06

－51.59

－56.27

－14.80

輸入

0.05

22.75

0.00

2.20

－0.43

－0.03

－0.97

－1.09

－0.25

－0.12

2.21

－0.35

3.11

－0.99

－0.18

－1.22

－1.42

－0.67

0.98

2.54

－0.36

1.05

－0.58

－0.13

－1.02

－1.44

－1.12

0.98

5.62

－0.58

－0.86

－0.83

－0.29

－1.21

－0.10

－1.22

技術

0.73

223.45

0.86

23.16

2.40

－0.16

0.47

－5.76

－0.89

－2.00

22.30

－4.13

35.91

－10.79

－1.87

－11.41

－15.00

－6.66

8.50

22.79

－3.04

12.96

－4.77

－1.25

－6.94

－11.87

－10.03

10.74

93.35

－7.59

－12.80

－11.61

－4.91

－17.37

0.37

－20.27

両方

（％）



94

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

華中

西北

西南

116.64

183.07

69.10

166.68

52.06

91.52

38.88

13.39

63.09

85.42

200.88

125.83

145.11

83.82

93.70

54.15

51.94

70.90

112.09

388.58

91.87

208.83

84.11

90.11

65.41

105.08

53.05

最終需要

－6.54

－30.14

13.08

－23.21

20.77

4.27

30.47

36.55

19.13

5.14

－28.94

－7.48

－11.71

7.28

2.21

19.12

19.07

10.54

－3.80

－101.14

4.47

－42.25

6.54

3.94

16.89

－0.99

19.09

技術

－10.11

－52.94

17.82

－43.48

27.17

4.21

30.65

50.06

17.77

9.45

－71.94

－18.36

－33.40

8.90

4.09

26.73

28.99

18.55

－8.29

－187.44

3.66

－66.58

9.35

5.95

17.69

－4.08

27.86

両方

124.90

261.80

75.18

230.11

67.83

91.63

56.21

26.95

66.73

89.53

237.66

136.45

164.87

99.55

93.82

61.35

57.08

73.81

115.54

471.19

98.65

242.53

98.27

90.17

83.08

118.80

55.49

最終需要

－6.70

－32.17

13.44

－24.86

21.64

4.38

31.73

38.12

19.81

5.24

－29.38

－7.55

－11.94

7.69

2.25

19.69

19.90

10.78

－3.96

－106.73

4.37

－44.14

6.69

4.07

17.44

－0.87

19.76

技術

－11.15

－75.18

20.53

－66.79

33.73

4.95

38.82

61.00

22.21

10.72

－78.83

－19.48

－36.21

12.82

4.43

32.11

36.99

20.64

－9.40

－223.61

1.56

－79.49

8.31

6.58

16.28

－2.47

30.60

両方

－8.25

－78.73

－6.08

－63.43

－15.77

－0.11

－17.33

－13.56

－3.63

－4.11

－36.78

－10.62

－19.76

－15.73

－0.12

－7.20

－5.14

－2.90

－3.45

－82.61

－6.78

－33.70

－14.16

－0.06

－17.66

－13.72

－2.44

輸入

0.16

2.04

－0.36

1.65

－0.87

－0.11

－1.26

－1.56

－0.68

－0.10

0.45

0.08

0.24

－0.41

－0.04

－0.57

－0.83

－0.24

0.16

5.59

0.10

1.89

－0.15

－0.13

－0.54

－0.12

－0.67

技術

1.04

22.24

－2.71

23.31

－6.56

－0.74

－8.17

－10.95

－4.43

－1.28

6.89

1.13

2.81

－3.92

－0.34

－5.38

－8.00

－2.09

1.11

36.17

2.10

12.90

1.03

－0.63

1.42

－1.61

－2.74

両方

国内＋輸入 国内 輸入

（出所）筆者作成。
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付表２　地域別・産業別スピルオーバー関連要因の貢献度

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

東北

華北

華東

華南

東北

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.53

1.06

1.92

4.72

4.25

0.44

7.46

7.50

2.04

0.91

2.66

1.63

3.05

2.68

0.13

6.42

3.96

1.48

1.10

4.51

1.76

3.18

2.54

0.21

3.79

4.18

1.23

華北

－0.91

－21.94

－0.85

6.21

－1.57

0.07

2.16

3.77

0.66

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.48

12.28

2.43

5.03

2.97

0.25

9.98

6.45

2.54

0.74

5.37

1.95

3.23

3.06

0.27

4.15

4.59

1.42

華東

0.85

30.07

1.66

8.29

5.52

0.07

9.20

5.29

1.42

5.92

64.67

8.03

33.52

20.44

1.26

21.90

21.65

6.50

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

3.03

45.99

5.68

19.17

13.29

1.08

14.12

15.58

6.39

華南

0.83

23.86

1.56

8.46

3.47

0.04

5.86

2.97

0.86

4.96

40.09

5.85

29.25

13.14

0.69

15.80

13.17

3.28

5.14

46.06

7.00

21.35

14.23

0.46

20.64

12.33

5.35

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

華中

0.14

－50.07

0.48

－0.73

0.53

0.02

2.06

1.58

0.30

1.52

5.52

3.62

6.01

6.71

0.51

10.96

9.04

2.52

－1.62

－12.96

0.40

－4.63

0.88

0.21

3.53

2.33

1.86

0.64

9.12

2.33

5.76

3.75

0.34

4.99

5.24

1.96

西北

0.46

16.42

1.18

4.72

2.48

0.01

5.36

2.02

0.54

1.75

11.41

2.62

8.98

4.91

0.26

9.29

5.70

1.54

0.60

3.45

1.29

2.72

1.78

0.08

5.57

2.21

0.94

0.78

4.83

1.36

2.66

2.22

0.16

3.48

3.07

1.04

西南

0.29

0.66

0.53

3.49

1.32

0.01

2.53

1.22

0.32

1.46

10.96

1.86

10.26

3.91

0.24

6.10

4.80

1.25

0.15

2.63

0.68

3.02

2.34

0.11

4.97

1.54

1.13

1.31

7.51

2.30

8.29

4.64

0.37

5.49

6.17

1.99

（％）
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農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

東北

華北

華東

1.52

4.77

2.29

2.04

3.32

0.21

6.39

7.32

1.78

1.33

10.81

1.88

4.76

2.89

0.10

4.07

4.23

1.10

0.38

3.40

0.75

1.63

1.19

0.09

2.60

1.76

0.63

0.92

2.34

2.67

1.34

5.75

0.43

9.69

12.23

3.22

2.60

11.37

3.43

6.53

7.34

0.32

10.00

23.83

3.32

0.35

1.03

0.45

1.16

1.52

0.14

3.04

1.75

0.90

3.61

57.00

9.84

33.37

26.84

1.08

31.31

32.93

9.82

1.94

21.14

3.11

11.96

12.94

0.27

9.68

10.05

3.01

0.94

27.55

1.75

9.89

7.72

0.46

10.94

6.38

3.11

8.73

43.10

9.83

32.25

21.50

0.76

25.32

24.23

7.30

2.04

15.96

2.54

12.13

8.76

0.18

6.71

6.60

1.85

3.05

39.44

5.49

18.73

12.37

0.87

17.99

28.21

6.62

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

1.54

11.56

2.20

9.09

9.23

0.19

6.91

6.42

2.09

0.30

－3.26

0.48

1.64

1.98

0.22

5.00

2.39

1.33

1.02

11.35

2.70

8.36

5.14

0.22

10.25

8.17

2.03

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.10

8.44

1.36

1.33

0.56

0.18

4.33

0.90

1.01

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

1.28

10.30

2.91

11.79

6.35

0.27

9.49

9.50

2.45

0.52

5.73

0.73

8.10

2.35

0.13

1.34

3.53

1.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

0.00

（出所）筆者作成。
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付表３　地域別・産業別技術関連要因の貢献度

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

東北

華北

華東

華南

国内＋輸入 国内 輸入

99.27

181.27

97.15

83.96

93.85

99.81

82.00

86.87

97.09

87.32

13.03

80.13

36.82

57.80

97.12

42.63

49.45

85.83

96.81

66.47

89.21

80.42

81.38

98.92

58.55

76.65

88.72

93.39

33.70

85.94

62.02

73.71

97.78

67.47

65.11

87.36

Multiplier

－0.08

－7.62

－0.08

－0.32

－0.22

0.01

0.12

0.29

0.04

0.04

－2.03

0.33

－1.28

0.85

0.11

1.25

1.29

0.45

0.28

4.16

0.81

2.86

2.06

0.09

4.28

2.39

1.03

0.42

4.92

0.66

2.53

1.55

0.12

1.84

1.95

0.72

Feedback

0.81

－73.65

2.93

16.36

6.37

0.19

17.88

12.84

2.86

12.64

89.00

19.54

64.46

41.35

2.77

56.12

49.26

13.72

2.91

29.37

9.99

16.72

16.56

0.99

37.17

20.96

10.25

6.19

61.38

13.40

35.45

24.74

2.09

30.69

32.94

11.92

Spillover

103.42

282.34

105.72

112.61

115.27

100.30

104.55

95.90

102.33

104.30

75.21

96.67

75.51

89.35

98.93

70.19

70.86

95.93

109.61

178.45

106.27

128.84

115.91

100.53

95.99

101.31

104.29

121.21

176.33

123.54

145.83

145.02

103.64

131.12

113.95

121.07

Multiplier

－0.08

－6.94

－0.07

－0.16

－0.17

0.01

0.23

0.34

0.06

0.16

－0.29

0.49

－0.12

1.30

0.13

1.96

1.82

0.59

0.48

6.43

1.09

4.30

2.84

0.12

5.87

3.23

1.34

0.72

8.58

1.08

4.28

2.56

0.19

3.03

3.23

1.18

Feedback

1.66

－0.99

4.56

30.45

11.76

0.24

27.17

16.86

4.10

16.12

133.70

23.91

92.74

53.36

3.40

71.51

61.86

17.13

5.66

54.12

13.42

30.54

24.86

1.24

51.11

28.83

13.30

7.61

77.33

15.38

42.29

29.49

2.43

36.02

38.83

14.04

Spillover

－4.15

－101.07

－8.57

－28.65

－21.42

－0.49

－22.55

－9.04

－5.23

－16.98

－62.18

－16.54

－38.69

－31.55

－1.80

－27.56

－21.41

－10.11

－12.81

－111.97

－17.06

－48.42

－34.53

－1.62

－37.44

－24.66

－15.56

－27.82

－142.63

－37.60

－83.80

－71.31

－5.86

－63.65

－48.84

－33.71

Multiplier

－0.01

－0.67

－0.01

－0.16

－0.05

0.00

－0.11

－0.05

－0.01

－0.12

－1.75

－0.16

－1.16

－0.45

－0.03

－0.70

－0.53

－0.14

－0.20

－2.28

－0.28

－1.45

－0.78

－0.03

－1.59

－0.84

－0.31

－0.31

－3.66

－0.41

－1.75

－1.01

－0.07

－1.19

－1.28

－0.46

Feedback

－0.84

－72.66

－1.64

－14.08

－5.39

－0.05

－9.28

－4.01

－1.24

－3.48

－44.70

－4.37

－28.27

－12.01

－0.63

－15.39

－12.60

－3.41

－2.74

－24.75

－3.44

－13.82

－8.31

－0.25

－13.94

－7.87

－3.05

－1.42

－15.95

－1.98

－6.85

－4.75

－0.34

－5.33

－5.88

－2.13

Spillover

（％）
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農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

農業

鉱業

軽工業

エネルギー業

重工業

建設業

運輸業

商業

サービス業

華中

西北

西南

87.93

16.46

75.61

42.12

47.69

97.57

27.59

25.17

78.92

91.51

41.68

88.40

58.00

65.17

99.01

68.52

54.72

89.85

96.39

53.75

92.59

78.31

82.46

98.47

67.65

71.98

89.79

－0.06

－0.89

0.47

－0.55

1.28

0.09

1.94

1.97

0.65

0.14

1.85

0.22

1.15

0.84

0.02

0.75

1.10

0.25

0.08

1.98

0.19

0.82

0.52

0.05

0.97

0.93

0.31

12.13

84.44

23.92

58.43

51.03

2.34

70.48

72.86

20.43

8.35

56.47

11.38

40.84

33.99

0.97

30.73

44.17

9.90

3.53

44.27

7.22

20.87

17.02

1.48

31.38

27.10

9.90

90.01

26.28

78.40

49.72

52.91

97.90

32.22

29.58

81.46

95.36

50.88

95.28

62.92

75.67

99.28

73.64

58.14

92.60

96.97

62.19

94.11

83.67

87.39

98.81

71.87

73.10

91.93

－0.04

－0.69

0.51

－0.40

1.39

0.09

2.09

2.12

0.69

0.15

1.98

0.23

1.24

0.89

0.02

0.80

1.17

0.27

0.08

2.06

0.19

0.85

0.54

0.05

1.01

0.96

0.32

17.09

128.86

30.24

89.15

68.90

2.97

92.45

94.37

26.60

9.98

76.58

13.90

52.56

43.50

1.19

38.71

54.66

12.37

5.13

76.60

10.28

34.38

25.34

1.96

43.90

41.39

13.59

－2.07

－9.82

－2.79

－7.60

－5.23

－0.32

－4.63

－4.41

－2.54

－3.85

－9.21

－6.88

－4.92

－10.50

－0.28

－5.12

－3.42

－2.75

－0.58

－8.44

－1.52

－5.36

－4.93

－0.34

－4.23

－1.12

－2.15

－0.02

－0.20

－0.03

－0.14

－0.11

0.00

－0.15

－0.15

－0.04

－0.01

－0.13

－0.01

－0.08

－0.06

0.00

－0.05

－0.07

－0.02

0.00

－0.08

－0.01

－0.03

－0.02

0.00

－0.04

－0.04

－0.01

－4.96

－44.42

－6.33

－30.72

－17.87

－0.63

－21.97

－21.51

－6.16

－1.63

－20.11

－2.52

－11.72

－9.51

－0.21

－7.98

－10.49

－2.47

－1.60

－32.32

－3.05

－13.51

－8.33

－0.48

－12.52

－14.29

－3.69

Multiplier Feedback Spillover Multiplier Feedback Spillover Multiplier Feedback Spillover

国内＋輸入 国内 輸入

（出所）筆者作成。


